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研究要旨 

本研究の目的は、将来に亘って持続可能ながん情報提供と相談支援の体制の確立すること 

である。そのためには、1) 急速に多様化するがん情報ニーズに迅速かつ正確に対応するため

に“All Japan”でのがん情報提供体制のあり方を提言すること、2) がん診断早期からのが

ん相談支援の有効性の検証を行い、エビデンスに基づく相談支援体制を構築すること の両

者を併行して進めることが必須である。本分担研究者は両方の活動グループに所属し、1)に

ついては、全国がんセンター協議会の代表として国立がん研究センターが作成する「がん情報

サービス」のスリム化や改訂における連携の可能性を求める作業を主導し、モデル ケースの構

築を目指して食道がんと大腸がんの解説の更新を行った。さらに、2)について は研究推進のあ

り方に関して議論に加わり、緩和ケア研究のエビデンスや相談支援センタ 

ーの有効性の検証を進めるに当たって留意するべき事などを提示した。 
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Ａ．研究目的 

1) 急速に多様化するがん情報ニーズに迅 

速かつ正確に対応するために“All Japan” 

でのがん情報提供体制のあり方を提言する。 

2) がん診断早期からのがん相談支援の有

効性の検証を行い、エビデンスに基づく相

談支援体制を構築する。 

 
Ｂ．研究方法 

1) 現行の「がん情報サービス」のあり方に

ついて内容を詳細に検討し、必要なもの・

不必要なものの仕分けを行う。さらに、全

国がんセンター協議会（全がん協）におけ

る情報作成と提供のあり方野中で、国立が

ん研究センターとの連携の意義と可能性、

持続可能性等に関する課題、そのための検

討事項等について検討する。 

2) 有効性検証のための全体調査の枠組み

に関する議論を行い、相談支援の効果を適

切に測定できる指標を検討する。 

 
（倫理面への配慮） 

本研究では介入試験は行わないが、相談

支援の有効性検証のための全国調査は疫学

研究の対象になると考えられ、「人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針」を遵守

してこれを行う。 

 
Ｃ．研究結果 

1) 断捨離 WG のリーダーとして、「がん情報

サービス」の各項目の必要度の検討を行っ

た。患者代表の意見も踏まえながら、思い

切った断捨離を行った。 

さらに、全国がんセンター協議会の代表 
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として、国立がん研究センターが作成する 

「がん情報サービス」の改訂における連携

の可能性を求める作業を主導し、モデルケ

ースの構築を目指して食道がんと大腸がん

の解説の更新を行った。この作業を通じて、

既存作成方法と専門家作成原稿の特長の整

理と今後の持続可能な作成方法のあり方を

国立がん研究センタースタッフと議論し、

情報コンテンツの作成フロー、効率化のた

めの検討を行った。 

2) がん相談支援の有効性を検証するため

の全体調査の枠組みに関する議論に加わっ

た。その中で、緩和ケアの有効性に関する

研究のエビデンスの説明を行った。さらに、

それを参考にすることで、相談支援センタ

ーの有効性の検証を進めるにあたっては、

患者・家族のみならず、相談支援センター

があることで助かっている人（医師を初め

とする医療者や地域の医療介護従事者な

ど）にも対象を広げる必要性があることを

提示した。 

 
Ｄ．考察 

近年、がん情報に関しては、情報更新の

頻度や速さが急激に増加しており、さらに

ゲノム医療をはじめとする新しい医療に関

する情報が求められている一方で、科学的

根拠に基づかない情報に対する対策も求め

られており、これまで以上に迅速かつ的確

に情報提供を行える持続可能な体制を目指

していく必要がある。本研究班は、国立が

ん研究センターのみならず、各学会や団体

がジョイントして、All Japan のがん情報

提供体制の確立を目指すものである。この

あり方については、既に第 2 期がん対策推

進基本計画で「国、国立がん研究センター 

及び関係学会等は、引き続き協力して、が

んに関する様々な情報を収集し、科学的根

拠に基づく情報を国民に提供する」と記載

されているものの、具体的な活動はほとん

どなされてこなかったのが現状である。 

この点に関しては、本分担研究者は、全が

ん協の承認を得て、その代表として国立が

ん研究センターとの共同作業を行った。最

初の取り組みとして行った「食道がん」と 

「大腸がん」の解説の改訂のあり方をプロ

トタイプとして、この共同作業を他のがん

種に展開していく予定である。この関係性

の構築が他学会・研究会等と国立がん研究

センターとの共同の雛形になるか否かは現

時点では不明であるが、本研究班が構築を

望む形の一部は実現できてきたと考える。

がん相談支援の有効性の検証とエビデン 

スに基づく相談支援体制を構築については、

本年度は研究方法の議論に留まっている。 

しかしながら、propensity score matching 

解析の方法を模索するなど、世界的に見て 

もがんの相談支援の効果検証のための全く 

新しい取り組みになる可能性があり、精力 

的に推進していく必要があると考える。 

 
Ｅ．結論 

本研究の目的を達するためには、各種学

会を巻き込んだ全国展開をすることが極め

て重要である。地道な作業であっても、が

ん対策推進基本計画の達成のためには、本

研究のような活動は継続していく必要があ

ると考える。 

 
Ｆ．健康危険情報

なし 
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